
3-3. 「総合知」による社会変革

我が国が目指す未来社会像
（Society 5.0）

一人ひとりの多様な幸せ
（well-being）が実現できる社会

持続可能で強靱な社会への変革にむけ
たサイバー空間とフィジカル空間の融合

新たな社会を支える人材の育成

新たな社会を設計し、
価値創造の源泉となる「知」の創造

未来に向けた新たな施策を立案

国民の安全と安心を確保する
持続可能で強靱な社会

Society 5.0の実現に
必要なもの

エビデンス 評価を通じて
機動的に改善

バックキャストフォーキャスト

(現状把握・分析)

「総合知による社会変革」

フィードバック
成果の社会実装

第6 期科学技術・イノベーション基本計画では、我が国が⽬指すべきSociety 5.0 の未来社会像を、「持続可能性と強靱性を備え、
国⺠の安全と安⼼を確保するとともに、⼀⼈ひとりが多様な幸せ（well-being）を実現できる社会」と表現し、その実現に向けた
「「総合知による社会変⾰」と「知・⼈への投資」の好循環」という科学技術・イノベーション政策の⽅向性を示した。また、
Society 5.0 の実現に必要 なものとして、サイバー空間とフィジカル空間の融合による持続可能で強靱な社会への変革、新たな社会を
設計し価値創造の源泉となる「知」の創造、新たな社会を支える人材の育成を取り上げた。
以上のように、Society 5.0 を目指して行くには、目指すべき社会像を描き、その社会像からのバックキャスト的アプローチで政策

の体系化を図るとともに、現状をしっかりと把握・分析し、未来に向けた新たな政策をフォーキャスト的なアプローチで立案するこ
と、さらにその成果を社会実装して行くことが必要である。その際、3-1で示した「総合知」に基づき、3-2の「総合知の活用」のイ
メージを我が国の社会全体で共有することで、こうした一連の重要なプロセスが「総合知による社会変革」へと通ずるものとなる。

15

未来像



４．「総合知」の戦略的な推進方策
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• 専門知そのものの深掘り・広がり
• 専門知間の交流・連携・融合
• 交流・連携・融合、育成を促進する「場」の構築
• 総合知を活用する人材育成
• 育成された人材の活用・キャリアパス（評価）
• 問いの立て方（課題設定）

4-1. 戦略的な推進方策の柱

推進方策（環境整備）
を重点的に検討

総合知の活用を推進する上での論点整理
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総合知の基本的考え方をふまえると、総合知の活用を推進する上で考慮すべき要素は、総合知の源泉である「知」そのもの、これ
を育くみ支える「人」、そして、これらを結集する「場」へと整理される。3つの要素をさらに深掘りし、総合知の活用を推進するた
めの論点を以下のように整理した。
「総合知」を活用するためには、専門知そのものの深掘りと広がりが重要である。その上で、専門知を持ち寄り交流・連携・融合

を進めることにより知の活力が生まれる。交流・連携・融合を促進し、同時に人材を育成する「場」をいかに構築し、運用するかも
重要である。その「場」に集まって、総合知を活用できる人材を育成するとともに、キャリアパスを整備することで本格的な参加を
促して活用することが、総合知を社会で持続的に実践していく上で不可欠である。以上に加え、問いの立て方（課題設定）は、
「場」へのポジティブな参加を促すために重要であり、課題を十分な時間をかけて深く議論し、我が国の持続可能な成長やwell-
beingの向上を推進する視点にも立ち、粒度の大きな魅力的な課題設定をすることが望まれる。
総合知の戦略的な推進においては、「『場』の構築」、「人材育成」、「人材の活用・キャリアパス（評価）」が特に重要であり、

重点的に環境整備を進める必要があるとして検討を行い、論点・課題と目指す姿、留意すべき点を整理した。
なお、この戦略的な推進方策について、定期的に進捗状況を取りまとめ、推進方策の見直しにも活用する。



4-2. 推進方策の論点・課題、目指す姿・方向性
論点・課題 目指す姿・方向性

始めに、「総合知」の活用により持続可能性やWell-
beingを目的とする論文等の成果や活動が評価される仕組み
を検討し、構築する。人材育成の進展も考慮しつつ、人材
の活用や登用につながる評価手法を検討し、段階的に導入
していく。
最終的には、総合知を活用する人が評価をプロモーショ

ンに役立て、キャリアパスを確保することができるように
なり、産学官の人材流動性の向上にもつながる。

人
材
の
活
用
と
キ
ャ
リ

ア
パ
ス
（
評
価
）

総合知を活用する「場」への、育成された人材の本格的参加を促進
するには、多様な人材が十分に能力を発揮することのできる「場」を
作り、専門性を総合知的なアプローチにする仕組みを構築する必要が
ある。また、総合知を必要とする活動への参加を奨励するとともに、
総合知を活用する人を活かすための評価を適切に実施し、そのような
人材のその後のプロモーションに役立て、キャリアパスを確保してい
ける環境を整備しなければならない。
しかし、現状では、総合知を活用した研究やプロジェクトを適切に

評価する手法、およびそれに携わった人材を所属組織において適切に
評価する手法が確立されていない。

我が国の科学技術・イノベーションが、一人ひとりの多様な幸せや
社会の持続可能性などに真正面から向き合い、「勝ち筋」の源泉であ
り続けるためには、「あらゆる分野の知見を総合的に活用し、社会の
諸課題への的確な対応を図る」ことにつながる人材（の層の）育成を
進めなければならない。
しかし、現状では、自然科学系が研究し、人文・社会科学系が社会

の価値につなげるという単純な分業が「前提」となり、科学技術・イ
ノベーションが抱える真の課題をとらえにくくなっている。

人
材
育
成

あらゆる分野の知を組み合わせながら活用することを促
す視点に立ち、ある分野を深く学んだ人が異分野の人と相
互理解できるようになるための学びの機会が用意されてい
る。また、矩を超えて集まった人を組織し、多様な知を社
会実装の現場で使いこなす能力のある人が育ち、活躍でき
る社会になる。「総合知」の活用に関する属人的な“経験”
を「知」として構造化し、その過程を通じて人材が育成さ
れる。

総合知を活用して社会課題の解決を目指すにあたっては、課題設定
から研究成果の社会実装に至るまで、多様な知を有機的に活用して十
分時間をかけて議論することが重要である。
しかし、現状では、関係する産学官民すべてが参加しあらゆる知を

橋渡しして総合的に議論する「場」が乏しい上、関係者の役割が不明
確なために、社会課題の解決に向けた効果的な取組みができていな
い。また、大学や地域社会あるいは研究者の中には、強みや特色があ
りながらも、それらが最大限に活用されているとは言い難い状態にあ
る。

「
場
」
の
構
築

先行的な取り組みの周知を通じ、「総合知」の活用によ
る成果や進捗の“見える化”が進み、多様な人材や知を集結
しやすくする仕組みや、「総合知」の活用により得られた
アイデアを結集・活用しやすい環境が社会の様々な場に整
備される。
社会の課題と研究を結びつける柔軟な場が暫定的に作ら

れ、個人やチーム等が自由にコラボレーションしてネット
ワークを作ることができ、さらにネットワーク同士も結び
つくことができる環境がある。

問
い
の
立
て
方

（
課
題
設
定
）

「総合知の活用」により、目指す未来を実現するためには、未来ビ
ジョンの形成・共有、課題の設定の段階からあらゆる分野の関係者が
参加し、多様性を尊重しつつ、問いを立て、議論することが重要であ
る。その際には、拙速に目前の粒度の小さな課題を設定するべきでは
ない。

我が国の持続可能な成長やwell-beingの向上を推進する
視点にも立ち、課題設定に十分な時間をかけて深く議論す
ることで、粒度の大きな魅力的な課題が設定される。また、
課題の設定を変えていくムービングターゲットのようなも
のをある程度認めるなど、柔軟な運営手法が採用される。
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4-3.戦略的な推進方策において留意すべき点

★「専門知」を疎かにしない
★ “表層”的な文理融合にしない
★専門領域のさらなる細分化を引き起さない
☆方策は、段階的に進められるように設計する
☆基本的考え方も、時代の潮流の変化に対応

総合知の活用を推進するにあたって留意すべき点

•研究開発事業において、人文・社会科学の関係者が入ることのみを「総合知」の要件とす
ることは期待するものではない。

•競争的研究費において「総合知」区分を設けるようなことは期待するものではない。
•「総合知」学なるものを設けたり、将来ある若手の貴重な時間をその“座学”に費やしたり
することを期待するものではない。
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総合知の活用は、それ自身が目的ではなく、新たな価値の創造や課題解決により社会を変革するための手段である。また、「総合
知」の概念は、現状では十分に社会に浸透していない上に、時代とともに変化することも予想される。これらの認識の下、総合知の
活用を推進するにあたって留意すべき点を以下のように整理した。
専門知の力なくして課題解決は困難であるため、専門知を疎かにしてはならない。また、融合することが目的ではないことから、

“表層”的な文理融合にしてはならない。また、専門領域の更なる細分化を引き起こしかねない、「総合知」学なるものを設けること
や、競争的研究費に「総合知」区分を設けることを期待してはならない。
これらのことをふまえ、段階的に進められるように戦略的な推進方策を設計する必要がある。また、総合知の基本的考え方も、時

代の潮流に合わせて見直す必要がある。



4-4. 戦略的な推進方策 ①「場」の構築

○先行的な取り組みを通じた「総合知」の活用の進捗や成果の周知
内閣府の研究開発プロジェクト（ムーンショットや次期SIP）における「総合知」の活用の取り組み内容、そ

の後の進捗、得られた効果を、わかりやすい形で周知する。３～5年後には、先行的な取り組みにおける進捗・
効果を検証したうえで、各省や地域における研究開発事業における総合知の活用事例についてもフォローアップ
を行い、その事例における成功の要因や残された課題等についても評価しつつ、相互に情報の共有を行い、更な
る総合知の活用について検討を進める。産学連携協定の拡がりを促す対策についても、必要性を踏まえて検討す
る。
また、総合知キャラバン（仮称, p.26）を実施し、全国でワークショップ、講演会、オンラインイベントを開

催し、大学・国立研究機関のみならず、地方公共団体や産業界も対象として先行的な取組を周知する。先行的な
取組とともにキャラバンで得られたフィードバックをポータルサイト（p.27）で紹介する。ポータルサイトで
は、随時、総合知の活動内容の紹介動画等のコンテンツを追加し、3年後、5年後にフォローアップを実施する。
フォローアップ結果は評価手法の確立にも活用する。

①「場」の構築
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環境整備の論点・課題と目指す姿(4-2)をもとに、戦略的な推進方策を検討した。
現状では総合知に関する認識が社会に、また、政府内や学術界に限ったとしても浸透していないため、早急に具体的な取組を押し

つけるような方策は、逆に総合知への理解を妨げかねない。
先行的に進められている取り組みや総合知の活用事例を社会に発信することから開始し、総合知を活用する「場」の増加を促す。

そこで人材を育成しつつ人材活用につながる評価手法の検討を進める。さらに、その人材が登用されて次の「場」を社会の幅広い領
域で構築できるよう、段階的かつ多層的に方策を推進するべきである。



4-4. 戦略的な推進方策 ①「場」の構築

○属する専門領域や既存の人脈の外から多様な人材や知を集結する仕組みを構築
研究DXに関する基盤（研究データ基盤システムや研究者に関するデータベース等）の強化の際に、多様な人

材や知を集結した研究やプロジェクトを捉え、関連情報にアクセスできるように機能拡充する。
また、国や自治体におけるイノベーション支援策において、総合知の活用を阻害しかねない（例えば、社会実

装に向けた社会科学的な調査研究を組み込むことが支援対象外となるなど）制度の改善を検討する。

○「総合知」の活用により得られた新たなアイデアの結集・活用
研究開発マネジメントにおける柔軟性向上を引き続き検討する。
例）ムービングターゲットの採用、クラウドファンディングの活用など。

①「場」の構築（続）

「地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ」は、“地域の産学官ネットワークの連携強化”として、キーパー
ソン同士のつながりの拡大や、大学と地域社会をつなぐ人材・組織の仕掛けの強化などを目指すとされており、総合
知の活用を促す上でも、着実な推進が不可欠な施策である。
また、「世界と伍する研究大学のあり方について 最終まとめ」において、世界と伍する研究大学の目指すべき姿

として、“研究成果の社会実装が社会的価値の創出に繋がることを念頭において、知の創出を通じた新たな成長分野の
形成、高次の視点からの俯瞰的把握や、グローバル課題解決への貢献など、次代の社会構造の展開に向けて大胆なビ
ジョンを描き、社会の多様な主体と常に対話しながら、活動を展開することが求められる”とされており、同様に、着
実な推進が重要な施策である。

設立当初からグローバル市場を目指すスタートアップ（SU）のエコシステムの形成においても、総合知の活用の促進
は重要。「スタートアップ・エコシステム支援パッケージ」は、世界と伍するSUを支える支援体制として、SUの創
出、育成から世界との繋ぎまで一貫して推進するプラットフォームであり、この着実な推進は極めて重要である。

総合知の活用の推進（「場」の構築）にあたって相乗効果の期待される施策
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4-4. 戦略的な推進方策 ②人材育成

○「総合知」の活用に関する属人的な“経験”を「知」として構造化し、その過程で人材育成も促進
産業界や地域の科学技術・イノベーション人材が有する「総合知の活用」に関する個々人の経験や知識を、大学

等において「知」として構造化し、構造化する過程そのものも通じて総合知を活用できる人材育成を促進する
（例:寄付講座の活用）。併せて、社会人や学生が自身の専門分野外の知を学ぶ機会を増加させることや、URAの
スキルアップ等による総合知創出への積極的な関与と総合知の活用を促進することも検討する。

○「総合知」の発信（一部再掲）
「総合知の活用」に関する活動の具体例を、誰もが気軽に知りうる仕組みを構築する。

（１）「総合知キャラバン（p26）」の実施
基本的考え方と戦略的な推進方策をもとに、2022年度は国内外で「総合知キャラバン」(仮称)を実施

し、社会に発信。我が国の科学技術・イノベーションが直面する課題や、海外との相違を踏まえつつ、
時代の潮流の変化に即して継続的に見直す。

（２）「総合知ポータルサイト（p27）」の設置
基本的考え方と戦略的な推進方策をもとに、総合知を社会に発信するためのポータルサイトを設置す

る。中間とりまとめの紹介とキャラバンの報告から始め、逐次活用事例の動画等のコンテンツを追加し
ていく。閲覧数の変化を考慮しつつ、人や場を繋ぐ機能を順次実装していく。

②人材育成
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「教育・人材育成WG」では、総合知の活用を促す上でも基盤となる、探求・STEAM教育を社会全体で支えるエコシ
ステムの確立や文理の分断からの脱却について議論がなされている。検討結果を踏まえた施策は、総合知の活用を促
す上でも不可欠である。

総合知の活用の推進（人材育成）にあたって相乗効果の期待される施策



4-4. 戦略的な推進方策 ③人材の活用・キャリアパス（評価）

○論文等で、Well-beingや「共創活動」など、「総合知」の活用が評価される仕組みを構築
学界のみならず、産業界も含めた形で、「総合知」の活用が、論文や研究・技術開発成果の発表においても評価さ

れる枠組み作りを促進する。情報系の国際コミュティーでは、共創活動を評価する流れができつつあり、他分野にも
波及させる上で参考となる。
○人材の活用や登用につながる評価手法を確立

3～5年後の成果を踏まえて、10年先を見据えた人材の登用につながる評価・人事手法を確立する。人材が適正に評
価される環境・仕組みづくりが、人材育成の重要な基盤になる。期待される登用先として、プロジェクトマネジメン
ト人材、URAなどの橋渡し人材、その他（下の図*1）が挙げられる。
科学技術・イノベーションが直面する課題や将来課題について通じる人文・社会科学系人材の育成状況を踏まえ

て、これらの人材の登用・活用方策を引き続き検討する。
現状

大学・公的研究機関

組織内外で「知の分断」
文理の壁、研究（者）の蛸壺化、地域社会との乖離

将来像

人
材
評
価

・論文数、特許数のみならず、社会課題/地域課題解決
の成果も適正評価

・新領域創出への挑戦を積極評価
・産学共同研究の論文化、成果発表の増加

課題

総合知の積極的な活用
文理融合、研究（者）間の協働、地域社会との連携

キ
ャ
リ
ア
パ
ス

・細分化された専門領域に基づく硬直的な人材登用
・産学官における人材の流動性は限定的
（特に大学と産業界の間の人材の流れは乏しい）

・柔軟な人材登用
・産業界での積極採用、 産学官における人材の流動化
・ベンチャーキャピタルでの目利き、ルール形成や知財戦略、政府
や自治体での科技・イノベ政策担当官、経営・MOTなど（*1）

地域社会

社会課題の解決に向け、
総合知の活用を促進するための
評価手法・キャリアパスの導入

社会課題の解決に向けた「総合知の活用」を促進する人材評価・キャリアパスへの転換

大学・公的研究機関 地域社会

③人材の活用・キャリアパス（評価）
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・論文数、特許数を重視した評価
・社会課題/地域課題の解決、
新領域創出への挑戦を過小評価

課題



4-4. 戦略的な推進方策 ③人材の活用・キャリアパス（評価）

③人材の活用・キャリアパス（評価）（続）

「研究力強化・若手研究者支援パッケージ」や、10兆円規模の大学ファンドによる研究環境整備や若手研究者支援
の強化は、若手研究者が総合知を活用する上でも、着実な推進が不可欠な施策である。

「知財・無形資産の投資・活用戦略の開示及びガバナンスに関するガイドライン」（知財・無形資産ガバナンスガ
イドライン）では、オープン＆クローズ戦略（協創と競争の戦略）等を含んだ知財・無形資産の投資・活用戦略の
ステークホルダーに対する共有化、その実効性を高める全社横断的な体制構築、および、新たな課題解決の価値化
が重要と述べられており、総合知の活用が期待される。

総合知の活用の推進（人材の活用・キャリアパス（評価））にあたって相乗効果の期待される施策
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「価値協創ガイダンス」では、企業の持続的価値向上に向けて、経営理念やビジネスモデル、戦略、ガバナンス等
を統合的に示していくことが重要であるとされている。また、サステナビリティ・トランスフォーメーション
（SX）では、どのような社会課題を重要課題として捉えるかを含めて、企業の目指す方向性を価値観として明確化
し、その実現のための長期戦略や、より具体的な実行戦略等を統合的に構築・実行していくことが重要であるとさ
れている。こうした取組みを進める上で、総合知の活用が期待される。



4-4. 戦略的な推進方策 ④問いの立て方（課題設定）

○あらゆる分野の知見を総合的に活用し、社会の諸課題への的確な対応を図る
問い立ては、場作りと一体で行う必要がある。内閣府の研究開発プロジェクト（ムーンショットや次期SIP）に

おける「総合知」の活用の取り組み内容、その後の進捗、得られた効果を、わかりやすい形で周知する。（再掲）

○「総合知」の活用により得られた新たなアイデアの結集・活用
研究開発マネジメントにおける柔軟性向上を引き続き検討する。（再掲）
例）ムービングターゲットの採用、クラウドファンディングの活用など。

④問いの立て方（課題設定）
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（参考）総合知の社会への発信案① 総合知キャラバン

総合知戦略
（中間とりまとめ）

オンライン
イベント

ワークショップ

意見募集

さらに力強い総合知へ

講演会

アンケート等

◎2022年の夏（以降）
全国8か所程度

（1か所あたり）
規模 ： 30～40名（産学連携コーディネータなど）
出席者：CSTI有識者議員1名＋事務局（数名）
・CSTI議員から、中間とりまとめをもとに、総合知の基本的考
え方を説明

・これをもとにグループディスカッション
・更なる推進方策のあり方や、総合知の考え方の発進・共有な
どを中心に議論

※参加者には、地域などにおいて自ら発信し、そこからの意見
や反応をフィードバックすることも期待

※ワークショップや講演会、オンラインイベンを通じて得たア
イディアは、基本的考え方及び推進方策の改定の検討におい
て活用

ワークショップ（案）

2022年度は国内外で「総合知キャラバン」(仮称)を実施し、総合知戦略の中間とりまとめを社会に発信し、総合知の基本的考え方や戦略
的な推進方策の認知度の向上を図る。グループディスカッションを含むワークショップ、講演会やオンラインイベントを状況に応じて実施
する。意見をワークショップやアンケートで収集し、フィードバックすることで、さらに力強い総合知へと進化させる。
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総合知ポータル

2022年のハイライト

最新の投稿

お知らせ
今年もやります！ピッチコン…

1234

3210

（参考）総合知の社会への発信案② 総合知ポータルサイト

主な機能
 活用事例の紹介
 人や場を繋ぐ
 参考資料・FAQ

私たちの総合知、紹介したい！
 投稿
（紹介動画・資料・推薦者の声）
 フィードバックを得る
 総合知的な公募

総合知を知りたい、やりたい！

投稿

検索
 実例の動画、資料
 人や場
 プロジェクト
 求人情報

フィードバック

＃検索

実例、他

基本的考え方と戦略的な推進方策をもとに、総合知を社会に発信するためのポータルサイトを設置する。総合知の基本的考え方、
活用事例の紹介とキャラバンの報告から始め、逐次活用事例の動画等のコンテンツを追加し、総合知的な活動を紹介したい人にも、
総合知的な活動をこれから始める人にも利用してもらえるポータルサイトにする。閲覧数の変化を考慮しつつ、人や場を繋ぐ機能
を順次実装していく。また、「総合知」の活用において、著しい貢献をした人に「総合知アワード（仮称）」を授与し、「総合
知」の活用の促進を図る。

すぐ分かるショート動画
（例：取組2分、推薦者の声1分）
掲載要件
• CSTI有識者議員懇談会で要件を定め、
選定。

• 3年程度掲載（想定）
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4-5.戦略的な推進方策（関連施策例①）

施策 概要と進捗状況

次期SIPに向けた準備とムー
ンショット型研究開発制度
の推進

次期SIPについて、総合知を活用しながら府省横断的に取り組む技術開発、また、技術開発に係る共通システムの
構築やルールの整備などの研究開発テーマの調査・検討を進める。
内閣府：「第６期科学技術・イノベーション基本計画」に示された社会像からのバックキャストにより、「解決す
べき社会課題」を抽出し、これらを解決するために取り組むべき次期SIP課題を、多様な知を総合し、引き続き検
討する。
ムーンショット型研究開発制度においては、（中略）総合知を生かして研究開発を一層効果的に推進するための分
野横断的な支援（ELSI対応／数理科学等）の充実を図る。
内閣府：2021年度は、新目標の検討にあたり、多様な分野の研究者等から構成されるチームにより調査研究を実
施。既存目標において、数理科学・ELSIに関する追加公募等や、新技術と社会の在り方・ELSIを議論する研究会
を発足する。

「総合知」としてのAI利活
用の倫理的な研究

人文社会系の研究者を加えた「総合知」としての倫理的な検討等について、AI関連中核センター群の連携方策を検
討する。
内閣府：2021年度は、脳情報から知覚情報を推定するAI技術の社会受容性確保等について、総務省を中心に倫理
的な検討を開始している。

「総合知」の活用による、
未来のあるべき社会像から
のバックキャスト型研究開
発の推進（共創の場形成支
援プログラム）

共創の場形成支援プログラムにより、未来のあるべき社会像の達成に向けたバックキャスト型の研究開発を行う産
学官共創拠点の充実を図り、多様な知が総合されることによりイノベーションが創出されるエコシステムの構築を
促進する。
文科省：2020年度より共創の場形成支援プログラムを実施し、①国連の持続可能な開発目標（SDGs）に基づく未
来のあるべき社会像からのバックキャストにより、異分野融合も含めた研究開発を推進するとともに、②自立的・
持続的な拠点形成のため、多様なステークホルダーを巻き込む産学官連携マネジメントシステムの構築を推進。関
係府省との連携を強化しながら、引き続き、取組の充実を図る。

創発的研究支援事業におけ
る「創発の場」を通じた
「総合知」の活用・創出

創発プログラム・オフィサー（PO）のマネジメントの下、採択研究者が一堂に会する「創発の場」の一環として、
人文学・社会科学系も含めた多様な分野の研究者の交流・融合を促す場を設け、本事業で採択した挑戦的な若手研
究者を中核とした「総合知」の活用・創出を目指している。
文科省：創発的研究支援事業で採択した研究者による「創発の場」を、個々の研究課題を担当する創発POごとに
分担して定期的に開催しているところ。今後、採択研究者を中核としつつ、分野横断的に更に多様な研究者等の交
流・融合を促す場を設けるとともに、採択研究者による自主的な活動を支援する。
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総合知に関連する施策の例と、その進捗状況を示した。これらの先行的な施策とも連携を取り、進捗状況を総合知の活用事例として周
知するなどして、総合知の活用を推進していく。



4-5.戦略的な推進方策（関連施策例②）

施策 概要と進捗状況

社会の諸問題解決に挑戦す
る人的ネットワーク強化

未来社会を見据え、人文・社会科学系の研究者が、社会の様々なステークホルダーとともに、総合知により取り組
むべき課題を共創する取組を支援する。
文科省：2020年度より「人文学・社会科学を軸とした学術知統合プロジェクト」を実施し、社会的課題等のテー
マを設定したワークショップ等を開催することで、人文学・社会科学を中心に異分野の研究者など多様なステーク
ホルダーが出会う場を整備する。

社会の諸問題解決に挑戦す
る研究の推進

人文学・社会科学から自然科学などの多様な分野の研究者や社会の多様なステークホルダーが参加して、人文学・
社会科学に固有の本質的・根源的な問いを追究する研究を推進することで、その解決に資する研究成果の創出を目
指す。
文科省：2021年度より日本学術振興会において、上記を目的とした公募事業「課題設定による先導的人文学・社
会科学研究推進事業（学術知共創プログラム）」を開始した。

キャリアパスの開拓に資す
る大学院教育改革を通じた
人文・社会科学系の人材育
成の促進策を検討

大学院教育改革を通じた人文・社会科学系の人材育成の促進策を検討する。
文科省：2021年度より、中央教育審議会大学分科会大学院部会において、人文・社会科学系のキャリアパスも踏
まえた大学院教育の在り方についての検討を進めている。

我が国のアカデミアの総体
が、分野の壁を乗り越え、
卓越した知を創出

人文・社会科学を含めた「総合知」の活用を主眼とした目標設定を積極的に検討し、（中略）、高次の分野融合に
よる「総合知」の創出も構想の対象に含むこととする。
文科省：戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出）において、2021年度に「「総合知」で築くポストコロナ
社会の技術基盤」という戦略目標を定め、人文学・社会科学を含めた積極的な異分野連携による「総合知」の活用
を目指した研究開発を推進する。

社会・経済ニーズを踏まえ
たバックキャスト型研究開
発の推進

将来のあるべき社会像や解決すべき社会課題からのバックキャストによりテーマを設定し、総合知などを活用して
社会・産業が望む新たな価値を実現する研究開発プログラムを支援する。
文科省：未来社会創造事業において、経済・社会的にインパクトのある出口を見据えて、技術的にチャレンジング
な目標を設定し、テーマに応じて人文・社会系の研究者を巻き込みつつ、概念実証（POC）を目指した研究開発を
推進していく。

「総合知」としての活用に
よる災害対応支援研究開発
課題の検討

産学官民の共創により、DX化で統合した情報と災害対応の知見や経験を社会科学的手法で分析したものを組み合
わせ、総合知として活用することにより災害対応支援に資するような研究開発課題を検討する。
文科省：レジリエントな社会の実現に向け、例えば、災害の観測・予測に係る知見と災害現場における対応に係る
知見を組み合わせることにより、複合・広域・大規模災害等にも対応可能な災害対応支援に資する総合知を活用し
た研究開発の実施について検討中。（2021年度）
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